
重点番号２３～２５ 住宅・建築物の省エネルギー化の取組

現状・課題

民生部門（業務部門・家庭部門）のエネルギー消費量は総エネルギー消費量の３割以上を
占め、過去からの増加が顕著であり、住宅・建築物の省エネルギー対策強化が必要

「低炭素社会に向けた住まいと住まい方推進会議」（経産省・国交省・環境省共同設置の有識
者会議）において、住まいのあり方や住まい方について、省エネ・省CO2の推進方策を検討。

検討状況・スケジュール

者会議）において、住まいのあり方や住まい方について、省 ネ 省CO2の推進方策を検討。

●住宅・建築物の省エネ基準の見直し
これまでの断熱性能や設備毎の基準ではなく、再生可能エネルギーの創出等も含めて
一次エネルギー消費量で総合的に評価できるよう、見直しを行っているところ。
建築物の基準値については、現行基準をより強化したものとすることを検討中。

●住宅・建築物のラベリング制度の充実

次期通常国会への提出を予定している低炭素まちづくり促進法案（仮称）において、誘導基
準に適合する住宅・建築物に対する省エネルギー建築物（仮称）の認定制度を創設するとと
も 定 住宅 建築物 す 税制等 優 措 グ等を検もに、認定を受けた住宅・建築物に対する税制等の優遇措置やラベリング等を検討中。

●住宅・建築物の省エネ基準適合の段階的義務化
次期通常国会での省 ネ法改正に合わせ 2020年までの具体的な工程を明らかにすべく次期通常国会での省エネ法改正に合わせ、2020年までの具体的な工程を明らかにすべく、
上記会議における議論も踏まえつつ、必要な検討を関係省庁と進めているところ。






